
第37回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（2020年７月１日から2021年６月30日まで）

株式会社チャーム・ケア・コーポレーション

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及
び 当 社 定 款 第 1 5 条 の 規 定 に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.charmcc.jp/corp/）に掲載することにより株主の皆様に提供してお
ります。



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（１）連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　　　　　　　１社
・主要な連結子会社の名称　　　株式会社グッドパートナーズ
　当連結会計年度において、株式会社グッドパートナーズの株式を取得し、同社を連結の範囲
に含めております。

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社である株式会社グッドパートナーズの決算日は４月30日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、同社の決算日現在の計算書類を使用しております。
　ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており
ます。

（３）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．デリバティブ　　　　　時価法
ロ．たな卸資産

・開発用不動産　　　　　個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

・貯蔵品　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま
す。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　　定率法を採用しております。

 

（リース資産を除く）ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　６～ 47年
構築物　　　　　　　10～34年
機械及び装置　　　　８～ 17年
車両運搬具　　　　　４～  ６年
工具、器具及び備品　２～ 15年
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ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。
その他の無形固定資産については定額法を採用しております。

ハ．リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採
用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度
末負担額を計上しております。

④　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の

方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワ
ップのうち特例処理の要件を満たす取引については、特例処理
を採用しております。

ロ．ヘッジ手段と
ヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対
象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金利息

ハ．ヘッジ方針 当社のヘッジ方針は、金利固定化により将来の金利変動リスク
を軽減することを目的としており、投機目的の取引は行わない
方針であります。

ニ．ヘッジ有効性
評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキ
ャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ
って有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効
性の評価を省略しております。
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⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．のれんの償却方法及び

償却期間
15年以内のその効果が発現すると見積もられる期間で均等償
却を行っております。

ロ．退職給付に係る会計
処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退
職給付債務の見込額に基づき計上しております。
（退職給付見込額の期間帰属方法）

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会
計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

（数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法）
過去勤務費用については、その発生時に全額を費用処理し
ております。
各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した
額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお
ります。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用について
は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括
利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しておりま
す。

（小規模企業等における簡便法の採用）
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ハ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
なお、固定資産に係る控除対象外消費税等については、投資そ
の他の資産の「その他」に計上し、５年間で均等償却を行って
おります。
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２．表示方法の変更に関する注記
　（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連
結会計年度から適用し、連結計算書類に「３．会計上の見積りに関する注記」を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記

介護事業に係る固定資産の減損

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
介護事業に係る有形固定資産 9,004,666千円

介護事業に係る無形固定資産 88,868千円

（２）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　当社の介護事業に係る固定資産の減損の兆候の有無を把握するにあたり、原則として各ホ
ームを独⽴したキャッシュ・フローを生み出す最小単位としており、減損の兆候があるホー
ムについては減損損失の認識の判定を行い、各ホームの割引前将来キャッシュ・フローの総
額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しま
す。
　割引前将来キャッシュ・フローを見積る際、中期経営計画を基礎として、各ホームの稼働
率、顧客単価、入居者数等を主要な仮定として織り込んでおります。なお、新型コロナウイ
ルス感染症については、国内における感染拡大にともない、営業活動に制限を受けるととも
に、ホーム内での集団感染を予防するための対応にも相当の負荷が生じておりますが、割引
前将来キャッシュ・フローの見積りにおいて、影響は軽微であるとの仮定を置いております。
　これらの仮定は、経済環境の変化や新型コロナウイルス感染症の状況等によって影響を受
ける可能性があり、主要な仮定に見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の減損損
失の認識の判定及び測定される減損損失の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保資産及び担保付債務

①　担保に供している資産
開発用不動産 1,111,272千円
建物 4,133,559千円
土地 2,150,417千円

②　担保に係る債務
短期借入金 2,543,000千円
長期借入金 5,441,842千円

（１年内返済予定の長期借入金を含む）

（２）有形固定資産の減価償却累計額 3,570,381千円
　上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（３）入居一時預り金の会計処理
入居一時預り金は主に、入金日に負債計上した上で契約条件に従い収益認識を行ってお

ります。
当該入居一時預り金に関する前受収益の期末残高は次のとおりであります。
前受収益 1,720,396千円
長期前受収益 3,922,038千円

（４）圧縮記帳額
有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、次のとおりでありま

す。
建物 358,797千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 32,712,000株

（２）剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2020年９月25日
定時株主総会 普通株式 211,955 6.5 2020年６月30日 2020年９月28日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になる
もの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年９月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 391,301 12.0 2021年６月30日 2021年９月29日

（３）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く。）の目的となる株式の種類及び数に関する事項

普通株式 60,340株

６．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行等金融機関からの借り入れによっております。デリバティブは、後述するリスク
を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の自己負担部分についてのみ信用リスクに晒されており

ます。
差入保証金は、主に施設の保証金であり、差入先の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びファイナンス・リー

ス取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたもので、これらは、
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流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは月次で資金繰計画を作成するなど
の方法により管理しております。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした
金利スワップ取引であります。なお、金利スワップ取引の契約先はいずれも信用度の高い
国内の金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんど無いと認識して
おります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ）信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

売掛金に係る顧客の信用リスクは、販売業務管理規程に従い厳正に管理するとともに、
回収懸念の早期把握を行うことによりリスク低減を図っております。

差入保証金に係る差入先の信用リスクは、差入先の信用状況を確認するなど回収可能
性を検討するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。

ロ）市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
変動金利の借入金の一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定

化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段
として利用しております。

ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性

の維持などにより流動性リスクを管理しております。
④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価格が変動することもあります。
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（２）金融商品の時価等に関する事項
2021年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。
連結貸借対照表

計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 5,940,654 5,940,654 －
(2) 売掛金 2,242,531 2,242,531

貸倒引当金（※） △2,086 △2,086
2,240,444 2,240,444 －

(3) 金銭の信託 4,097,341 4,097,341 －
(4) 差入保証金 4,317,407 3,673,900 △643,506

資産計 16,595,848 15,952,341 △643,506
(1) 買掛金 221,983 221,983 －
(2) 短期借入金 2,543,000 2,543,000 －
(3) 未払金 1,336,924 1,336,924 －
(4) 長期借入金

（１年内返済予定の長期借入金含む） 5,514,685 5,525,273 10,587

(5) リース債務
（１年内返済予定のリース債務含む） 253,950 253,266 △683

負債計 9,870,543 9,880,447 9,903
デリバティブ取引 △16,037 △16,037 －

（※）売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資　産
(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。
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(3) 金銭の信託
その将来キャッシュ・フローの割引現在価値が帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。
(4) 差入保証金

差入保証金については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り
引いた現在価値により算定しております。

負　債
(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。
(4) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信
用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられ
るため、当該帳簿価額によっております。長期借入金のうち固定金利によるものは、一定の
期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額（金利スワップの特例処理の対象とさ
れた長期借入金については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額）を
同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

(5) リース債務（１年内返済予定のリース債務含む）
リース債務については、一定の期間ごとに区分した当該リース債務の元利金の合計額を同

様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

デリバティブ取引
取引金融機関等から提示された価額によっております。
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２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 5,940,654 － － －
売掛金 2,242,531 － － －
差入保証金 － 200,120 － 4,117,287

合計 8,183,185 200,120 － 4,117,287
（注）１．差入保証金のうち、返還時期が明らかでないものについては、賃貸借期間に基づき返還時

期を見積もっております。
２．金銭の信託については、満期が定められておらず償還予定額が明らかでないため記載して

おりません。

３．短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

短期借入金 2,543,000 － － －
長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 862,878 2,321,410 1,507,440 822,955

リース債務
（１年内返済予定のリース債務を含む） 100,494 153,455 － －

合計 3,506,373 2,474,866 1,507,440 822,955

７．1株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 339円66銭
（２）１株当たり当期純利益 47円09銭
（３）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 47円01銭
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　開発用不動産　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）を採用しております。

②　貯蔵品　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

（２）デリバティブ等の評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

（３）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　定率法を採用しております。

 

（リース資産を除く）ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　  ６ ～47年
構築物　　　　　　　　  10 ～34年
機械及び装置　　　　　　 ８～17年
車両運搬具　　　　　　　　　 ６年
工具、器具及び備品　　  ２ ～15年

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。
その他の無形固定資産については定額法を採用しております。

③　リース資産　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用してお
ります。

（４）引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計
上しております。
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③　退職給付引当金　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。
（退職給付見込額の期間帰属方法）

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

（数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法）
過去勤務費用については、その発生時に全額を費用処理しておりま
す。数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。

（５）ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の

方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップのう
ち特例処理の要件を満たす取引については、特例処理を採用しておりま
す。

②　ヘッジ手段と
ヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のと
おりであります。
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金利息

③　ヘッジ方針 当社のヘッジ方針は、金利固定化により将来の金利変動リスクを軽減す
ることを目的としており、投機目的の取引は行わない方針であります。

④　ヘッジ有効性
評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシ
ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評
価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価
を省略しております。

（６）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 税抜方式によっております。なお、固定資産に係る控除対象外消費税等

については、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間で均等償
却を行っております。
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２．表示方法の変更に関する注記
　（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事
業年度から適用し、計算書類に「３．会計上の見積りに関する注記」を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記

介護事業に係る固定資産の減損

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額
介護事業に係る有形固定資産 9,004,666千円

介護事業に係る無形固定資産 88,868千円

（２）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　当社の介護事業に係る固定資産の減損の兆候の有無を把握するにあたり、原則として各ホ
ームを独⽴したキャッシュ・フローを生み出す最小単位としており、減損の兆候があるホー
ムについては減損損失の認識の判定を行い、各ホームの割引前将来キャッシュ・フローの総
額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しま
す。
　割引前将来キャッシュ・フローを見積る際、中期経営計画を基礎として、各ホームの稼働
率、顧客単価、入居者数等を主要な仮定として織り込んでおります。なお、新型コロナウイ
ルス感染症については、国内における感染拡大にともない、営業活動に制限を受けるととも
に、ホーム内での集団感染を予防するための対応にも相当の負荷が生じておりますが、割引
前将来キャッシュ・フローの見積りにおいて、影響は軽微であるとの仮定を置いております。

　　　これらの仮定は、経済環境の変化や新型コロナウイルス感染症の状況等によって影響を受
　　ける可能性があり、主要な仮定に見直しが必要となった場合には、翌事業年度の減損損失の
　　認識の判定及び測定される減損損失の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
（１）担保資産及び担保付債務

①　担保に供している資産
開発用不動産 1,111,272千円
建物 4,133,559千円
土地 2,150,417千円

②　担保に係る債務
短期借入金 2,543,000千円
長期借入金 5,441,842千円
（１年内返済予定の長期借入金を含む）

（２）有形固定資産の減価償却累計額 3,567,974千円
　上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債務 12,637千円

（４）圧縮記帳額
　有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、次のとおりでありま
す。

建物 358,797千円

（５）入居一時預り金の会計処理
　入居一時預り金は主に、入金日に負債計上した上で契約条件に従い収益認識を行ってお
ります。
　当該入居一時預り金に関する前受収益の期末残高は次のとおりであります。

前受収益 1,720,396千円
長期前受収益 3,922,038千円
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５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
営業費用 105,879千円

営業取引以外の取引高 11,400千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 103,488株 40株 －株 103,528株
（注）単元未満株式の買取により40株増加しております。
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７．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 38,210千円
賞与引当金 30,035千円
未払社会保険料 4,857千円
資産除去債務 55,488千円
資産除去債務にかかる償却累計額 60,683千円
退職給付引当金 141,678千円
長期未払金 34,886千円
繰延ヘッジ損益 4,907千円
その他 31,478千円

繰延税金資産小計 402,227千円
評価性引当額 －千円

繰延税金資産合計 402,227千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △39,488千円
その他 △5,363千円

繰延税金負債合計 △44,852千円
繰延税金資産の純額 357,375千円

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％
住民税均等割 3.3％
評価性引当額増減 △1.9％
その他 △0.1％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.0％
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８．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、厨房設備や介護車両等の一部を所有権移転外ファイ
ナンス・リース契約により使用しております。

９．関連当事者との取引に関する注記
     　該当事項はありません。

10．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 342円67銭
（２）１株当たり当期純利益 49円01銭
（３）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 48円93銭
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